








































































































順位 国籍 人数 構成比
１位 フィリピン 43,256 73.8％
２位 インド 3,589 6.1％
３位 ミャンマー 2,334 4.0％
４位 日本 2,263 3.9％
５位 中国 2,117 3.6％
６位 ベトナム 1,255 2.1％
７位 韓国 1,026 1.8％

























































































































































日本 28 1,376,910 49,175
フィリピン 32 302,760 9,461
インドネシア 31 334,575 10,793
台湾 31 375,400 12,110


















































職員 年限 内訳 取得資格 備考
大学 ４年 座学３年 ３等航海士 卒業時に受験資格
乗船訓練１年 ４等機関士
学士
準大学 ３年 座学３年 AMT 別途　乗船実習１年





AMT：Associate in Marine Transportation　





















































労働雇用省（MOLE：Ministry of Labor and 
Employment）の管轄下にある海外雇用庁（POEA：





























































車専用船 Polar Bear 号で混乗を実現する。










































































車専用船 Polar Bear 号へ配乗された日本人は６名
で，その内訳は船長，機関長，通信士，部員３名
（甲板部，機関部，司厨長）であった32）。














































































を 動 か し て い た（ 粒 針 修・ 壺 井 義 城（1997），129頁 ）。」 こ こ で い う パ ン フ ィ ル と は Panphil Marine Services 
Corporation.（Manila）と考えられ，現存する。
　　②この時代，国際的な運輸労働組合の連合組織 ITF（International Transportation Worker’s Federation 国際運輸労連）
は，便宜置籍船を排斥するためのボイコット活動を盛んに行っていた。ITF は，彼らが許容できる雇用条件で発展途
上国籍船員が就労していると確認できる便宜置籍船については，ボイコットの対象としない証明書を与えた。これを当
時，海運界では一般に Blue Certificate 略して B/C（ビー・シー）と呼んでいた。邦船社は，この B/C の ITF に対す
る取得申請について，「昭和59年の春までは，（中略）日韓混乗船では FKSU（Federation of Korea Seafarers Union 韓
国 の 船 員 組 合 ） を 通 じ， 日 比 混 乗 船 で は AMOSUP（Associated Marine Officers’ and Seamen’s Union of the 


















































































































































































している（NYK Ship Management Co.（Singapore）
Pte.Ltd.）。
　この集約において，シンガポールに設立された船








































































































太平洋汽船株式会社は，日本郵船グループのフィリピン法人 NYK Fil 社のフィリピン人船員を起用し，船舶管理マ
ニュアルも日本郵船グループ共通のものを利用した（太平洋汽船株式会社（2006）『五十年史』太平洋汽船株式会社，
166頁）。
61）http://www.ntma.edu.ph/　日本郵船株式会社とフィリピンの TDG（Transnational Diversified Group）グループとの
合弁の学校である。日本郵船株式会社と TDG グループの関係は1976（昭和51）年の合弁会社 Fil-Japan Shipping 
Corporation の設立から始まる。TDG 自体，1976年に大沢清氏（終戦まで及び戦後，フィリピンに居住した実業家）と











































NYK-TDG Maritime Academy 及び2018（平成30）
年に商船三井が設立した MOL Magsaysay Maritime 
Academy 以外に，平成10（1998）年にフィリピンの海








と並びに香港の提携先である Fairmont Shipping の
合弁で設立した自社の商船学校 MIS：Magsaysay 



















63） Magsaysay Lines というフィリピンの海運会社は，Robert C.F.Ho の義理の父 Don Ambrosio Magsaysay によって創立
さ れ た。Robert C.F.Ho は，1960年 代 初 期 に 香 港 に Fairmont Shipping（http://www.fairmontshippingltd.com.hk/
Main/index.html（2019年１月31日最終アクセス））を設立した人物である。この香港の会社 Fairmont Shipping が邦船
と提携して，仕組船を建造したこと，邦船社と提携して英領バミューダに会社を設立したことがわかっている











































Union of the Philippines）が設立した MAAP 

















































































































































Maritime Academy of Asia and Pacific （MAAP），
NYK-TDG Maritime Academy （NTMA），National 


















Tsuneishi Heavy Industries（Cebu）Inc. や，韓国









※2009年分社 Magsaysay MOL Ship Management 設立。
バルカー・チップ専用船19隻管理（2017年８月）

















Stephanie Zarach, Changing Places- The remarkable story 
of the Hong Kong Shipowners-, Hong Kong Shipowners 
Association, 2007
［論文］
赤塚宏一（1998）「ホワイト・リストとは何か　STCW 条
約に基づく各国商船教育制度と資格証明制度の検証」『海
運』849号
オーラフ・イーク・トルステン（1996）「新 STCW 条約の
国際船員マーケットへの影響は必至−先進国海運国船員
の復権は有り得るか？−」『海運』829号
『海運』編集部（1996）「現地レポート　新 STCW 条約へ
のフィリピンに対応（上）」『海運』828号
海事産業研究所報編集部（2001）「フィリピン・ベトナム
における日本船社の船員研修」『海事産業研究所報』財
団法人海事産業研究所，420号
國領英雄，陶怡敏（1983）「韓国船員事情管見」『海事交通
研究』22巻
寒河江芳美（2014）「日本の海運業における外国人船員の
採用システム：日本企業とフィリピン人船員の新卒労働
市場」『海事交通研究』，63巻
坂野義孝（1979）「韓国船員の実態と論評」『日本舶用機関
学会誌』14巻５号
瀧勝次（2009）「新たなフィリピン人船員養成の時代へ 
−“JSU−IMMAJ キャンパス竣工式典”」『海員』61巻５
号
田中正行（1973）「フィリピンの海運造船事情」『トランス
ポート』23巻８号
土谷勝夫（1978）「混乗船 VIVIEN」『航海』58号
長尾龍平（1978）「船乗りの国際化，混乗船」『航海』58号
中瀬和典（2001）「フィリピン船員教育の現状」『海員』53
巻12号
宮脇哲也（1989）「外航船員の現状と外国人船員導入問題」
『労働法律旬報』1211号
山本泰督（1991）「日本人船員の混乗問題」『国民経済雑誌』
163巻４号
山本泰督（1994）「JSU/AMOSUP 労働協約について」『海
事交通研究』，34集
可能性が生じてくる。ばら積み貨物船は，船舶ブ
ローカーを通じて営業を行うことが普通であるか
ら，世界中，どこに拠点を置いていたとしても，船
舶管理能力と船舶の運航管理能力が確立していれ
ば，十分，運送契約を履行できるであろう。この30
年近い邦船社のフィリピンにおける足跡は，本邦，
タイにおける自動車組み立て産業に匹敵するキャパ
シティビルディングの歴史であったと筆者は評する
ところである。
 （了）
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